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（別紙様式４－２）                                               （特別支援学校用） 
 

（ 熊本支援 ）学校 令和５年度（２０２３年度）学校評価計画表 
 

１ 学校教育目標 
将来の自立や豊かな生活を実現するために、一人一人の児童生徒の教育的ニーズに応じた最適な指導
・支援を行い、主体的に学び、取り組む子どもを育てる。 

 
 

２ 本年度の重点目標 
（１）豊かな人権感覚と多様性の尊重 
（２）子供たちが「夢中になって活動し、できた感覚を得る授業づくり 
（３）高等部卒業後の社会参加を見据えたキャリア発達支援 
（４）職員間の日常的な対話を重視し、助け合う職員風土づくり 

 
 

３ 自己評価総括表 
   評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 
評価 
Ａ～
Ｄ 

成果と課題 
大項目 小項目 

学校 
経営 
 

学校教育
目標の共
有と具現
化 
 

今後の熊支
像を踏ま
え、教育目
標、教育課
程等につい
て、保護者
をはじめと
する関係者
に説明・共
有し協働し
た実践(カ
リキュラム
・マネジメ
ント) 

・保護者に学校
教育目標や運営
方針等について
説明し、学校評
価アンケートで
80％の理解を得
る。 
・総合型CSの取
組を通して今後
の熊支像を踏ま
えた協議を行
い、委員や保護
者からの本校教
育への期待など
を学校運営に反
映させる。 

・PTA評議員会、学
部・学年懇談で学
校運営方針を説明
し、学部便りやホ
ームページ等を通
して学校教育目標
を踏まえた実践を
保護者に情報発信
する。 
・今後の熊支像を
踏まえた取組につ
いては総合型CS及
びPTA評議員会、職
員会議で協議の場
を設け今年度の取
組に反映させる。 

Ｂ ・PTAの会議、学部・学年
懇談、学部・学年便り等機
会を捉えて学校の取組に
ついて説明した。学校評
価アンケートでは89％の
理解を得ている。ホーム
ページに行事等を欠かさ
ずアップした。 
・総合型CSでは地域との
関わりについて意見をい
ただいた。 

安心・安
全な学校
づくり 

子供たち一
人一人を大
切にすると
共に危機管
理・衛生管
理・安全管
理の確実な
実践 

・児童生徒が安
心して学校生活
を送る様子を保
護者に発信し、
学校評価アンケ
ートの評価で80
％以上の理解を
得る。 

・感染防止に配慮
しつつ、学部・学
級に応じた授業参
観週間を設ける。
また、学校評価ア
ンケートを実施
し、保護者や職員
の意見を生かし、
取組を改善する。 

Ａ ・感染防止に配慮しつ
つ、体育祭・文化祭への保
護者の参加、学部・学級に
応じた授業参観を実施す
ることができた。 
・学校評価の結果は97％
の理解を得ている。 

職員の危機
管理意識の
向上 

不祥事の防止に
取り組む。学期
に１回の研修を
実施する。 

・朝会等の際に不祥
事に関する情報提
供を行う。 
・内容を工夫した不
祥事防止研修等を
行い、職員の意識の
向上を図る。 

Ａ ・朝会等の際に不祥事等
に関する情報を共有する
ことができた。 
・不祥事防止に係る職員
研修等を５回実施し、職
員の意識の向上につなげ
ることができた。 
 

避難訓練や
感染症予防
対策による
安心安全な

・避難訓練を実
施し、災害発生
時の対応や避難
経路を確認し、

・地震や火災、水害
時を想定した避難
訓練を実施し、全職
員の危機管理意識

Ａ 火災を想定した避難訓練
を１回、地震を想定した
シェイクアウト訓練を３
回、水害を想定した垂直
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体制づくり 安全面に対する
意識を高める。 
・感染症の発生
予防・拡大防止
に努める。 

を高める。 
・児童生徒、職員と
もに基本的な感染
症対策を徹底し、１
日を通して、健康観
察をしっかりと行
う。 

避難訓練を１回実施し
た。危機管理マニュアル
を基に避難経路を確認す
るなど、全職員の安全面
に対する意識を高めるこ
とができた。 
毎日の健康観察では、健
康観察簿に検温結果を記
録し、丁寧に体調を把握
することで、異変がある
ときには早期に対応する
ことができた。また、各教
室に空気清浄機が設置さ
れたり、随時換気を行っ
たりするなど感染症の予
防に全職員で努めた。 

業務改善 
働き方改
革 

全職員によ
る風通しの
良い職場づ
くり、モノ
・業務内容
・環境のス
リム化・効
率化 

・時間外勤務時
間の年間平均を
30時間以内にす
る。 
・働きやすい職
場づくりや分掌
部、各学部等で
の業務改善がで
きたという項目
において、学校
全体で取り組ん
でいるという職
員の評価を60％
以上にする。 

・月45時間以上超
過勤務職員への業
務の偏りや業務内
容の方法、必要性
について上期にお
ける衛生委員会、
運営委員会で整理
し、下期に改善し
ていく。 
 

Ａ ・教職員の超過勤務時間
平均を26時間20分とする
ことができた。 
・業務改善ができた、と
いうアンケート項目で
は、65％と目標達成でき
た。 
・一方で、一部の教職員
へ業務の偏りがみられる
という意見が散見され
る。 
 

授業の 
充実 
 

学習指導
要領を踏
まえた教
育課程の
改善 

学習指導要
領の教育内
容を踏まえ
た年間指導
計画、授業
実践、教育
課程改善の
体制整備 

・「各教科内容
表」と連動した
年間指導計画と
授業評価シート
（まとめ）を運
用し、計画的に
目標設定、指導
及び評価行い教
育課程改善に取
り組む。 
・３年後を見通
して、小中学部
の教育課程の系
統 性 を 整 理 す
る。 

・年間指導計画に
基づいた授業実践
を行い、グループ
タイムで検討した
授業評価等を基に
教育課程検討を行
う。 
・今年度は１つの
教科に絞り、学部
研の中で小中の時
間割、教育課程
表、年間指導計画
を基にして系統性
を整理する。 

Ｂ ・グループタイムでの授
業評価とそれを基にした
教育課程改善の流れは整
いつつある。２、３学期
の授業評価（まとめ）に
ついては再度蓄積する目
的や方法等を周知して次
年度の教育課程検討につ
なげたい。 
・系統性については保健
体育の小、中担当者が集
まって話し合いを行っ
た。系統性、場所、時
間、道具等の課題につい
ても意見交換ができた。
他教科においても小中の
系統性の整理の方法を検
討したい。 

自立活動
における
指導力向
上をめざ
した校内
研修の充
実 
 

自立活動の
実践に必要
な基礎的な
知識・理解
を深め、実
践力を高め
ることで、
めざす児童

・一人一人の自
立活動の実践力
を高めるため、
本校職員が抱え
る課題やニーズ
に応じた研修を
充実させる。 
・自立活動の研

・スキルアップ研
修を基に自立活動
についての校内研
修や職員のニーズ
に応じた外部専門
家を活用した研修
を実施する。他校
の実践報告会等の

Ｂ ・研修を通して「基礎的
知識・理解を深めること
ができたか」は１００
％、「めざす児童生徒像
を実現する指導の在り方
を見直すことができた
か」の評価は９０．８％
で目標達成することがで



3 
 

生徒像を実
現する授業
づくり 

修についてアン
ケートを取り、
「基礎的知識・
理解を深めるこ
とができたか」
「めざす児童生
徒像を実現する
指導の在り方を
見直すことがで
きたか」の項目
で「十分でき
た」「できた」
の評価を全職員
の80％以上から
得る。 

情報提供や参加の
推進を図る。 
・月２回のグルー
プ会で充分な授業
検討や授業評価が
できるようにす
る。 
 

きた。来年度は実践力向
上に繋がる研修を実施す
る。 
・グループタイムでの授
業検討、授業評価の流れ
は整っている。授業評価
を授業づくりに活かすこ
とができるよう、継続し
て取り組む。 

「個別の
指導計
画」に基
づく自立
活動の指
導の充実 

実態把握・
中心課題の
分析に基づ
く指導内容
の工夫、専
門性向上の
ためのバッ
クアップ体
制づくり 

・自立活動の研
修に関する職員
アンケートを取
り、自立活動の
授業を「充実さ
せることができ
た」「少し充実
させることがで
きた」の項目で
職員の80％以上
から評価を得
る。 

・１年間で、特別
支援教育実践スキ
ルアップ研修を含
む８回の自立活動
の指導の研修を実
施する。特に課題
関連図の作成方法
の研修では、学部
や学年内等、複数
の目で中心課題の
導き方を確認する
機会とする。さら
にスーパーティー
チャーからの助言
や講義を得る機会
を設ける。 

Ｂ ・スキルアップ研修を含
む自立活動の研修をすべ
て実施することができ
た。特に課題関連図の作
成方法の研修では、学年
やグループで中心課題の
導き方等を検討する時間
になり有意義な時間だっ
たとの回答が多数あっ
た。その他の研修におい
ても、職員アンケートで
は９割以上の職員から
「今後役立てることがで
きる」と回答があった。 

授業の充
実のため
のＩＣＴ
環境の充
実 

ＩＣＴ機器
を活用した
児童生徒が
分かる授業
づくりの推
進 

・統合型教務支
援システムの円
滑な運用と職員
の操作習熟度の
向上、ＩＣＴ機
器の授業の中で
の活用を進めて
いく。 

・統合型教務支援
システムについて
教務部と連携し
て、システムの整
備や研修、稼働後
のメンテナンス、
職員の操作補助を
行い、円滑な運用
を図る。 
・ICT機器を用いた
教育実践を各学部
１本以上まとめ
る。また、職員の
ニーズに応じた校
内研修会を年間３
回以上行う。 

Ａ ・システムに不具合が起
きた際のセンターとのメ
ールでのやりとり等、教
務部と連携して統合型教
務支援システムの円滑な
運用を図ることができ
た。 
・教育実践を各学部1本
ずつまとめることができ
た。また、校内研修会を
年４回行うことができ
た。 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

発達段階
に応じた
キャリア
教育 

各学部段階
で一貫性の
あるキャリ
ア発達を育
むための取
組 
 
 
 

・個々の児童生
徒の実態から、
キャリア発達形
成に必要な要素
を整理する。 
 

・各学部で取り扱
っている学習内容
が、児童生徒のキ
ャリア発達とどの
ようにつながりが
あるのかを共有す
る機会を設定す
る。 
・職員向けの施設

Ａ ・児童生徒のキャリア発
達について、各学部で取
り組んでいる学習内容に
ついて、一覧表を再度確
認した。今後、より見や
すい一覧表に整理してい
く。 
・卒業後の進路に関する
意識を全職員で共有でき
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見学の機会を計画
的に企画すること
で、学校卒業後の
生活について具体
的なイメージが持
てるようにする。 

るよう、卒業生のアフタ
ーフォローを小中学部職
員で実施した。 
 

個のニー
ズに応じ
た進路指
導 
 

個のニーズ
や社会的状
況を踏まえ
た柔軟な現
場実習の実
施、進路面
談の工夫 

・年間計画に基
づいて生徒のニ
ーズに応じた現
場実習や面談等
を行い、進路先
を決めることが
できるよう支援
し、また、全員
を相談機関等に
つなぐことがで
きる。 

・福祉サービスの
具体的な利用スケ
ジュールについ
て、高等部保護者
に説明する機会を
設ける。また、一
般就労の生徒も相
談機関につなぐ。 
・小中学部の保護
者に対しても、障
害福祉サービスに
関する情報発信を
積極的に行う。 

Ａ ・高等部保護者について
は、福祉サービス利用に
ついて、説明する機会を
設け、関係機関につなぐ
生徒については個別で対
応した。 
・障害福祉サービス事業
所との懇談会を計画し、
普段、福祉サービスとつ
ながりの少ない小中学部
の保護者も多く参加され
た。 

生徒 
(生活) 
指導 
 

個々のケ
ースに応
じた生徒
指導 

情緒の不安
定さや障が
いによる困
難さを抱え
る児童生徒
への組織的
支援 

・支援や生徒指
導が必要な児童
生徒に関して、
組織的に対応で
きるよう、各学
部で週に１回は
児童生徒の情報
交換を行い、分
掌部会、支援会
議につなげる。 

・学部会や学部朝
会で週に１回、児
童生徒の情報交換
の時間を設定す
る。全職員で一貫
した支援や配慮が
必要な児童生徒の
情報について、全
体朝会等で共有し
たり、支援会議等
を実施したりす
る。 

Ｂ ・学部ごとに児童生徒の
情報交換を行い、職員の
児童生徒理解につなげる
とともに、その子に合わ
せた指導支援が行えるよ
うに意思疎通を図ること
ができた。特に必要な場
合は、関係者が集まり支
援会議を開くことで一貫
した支援につなげること
ができた。 

人権教
育の推
進 

人権教育
に係る授
業の充実 
 

児童生徒の
実態を踏ま
え、職員間
の意見の交
流による授
業づくり・
授業改善 

・職員の人権意
識や人権感覚を
高めるために研
修会、「ふりか
えりチェックリ
スト」を実施
し、学校評価ア
ンケートの人権
感覚に係る項目
の評価を保護者
・職員ともに95
％以上にする。 
・「人権教育を
通じて育てたい
資質・能力」の
育成を意識した
授業作りについ
て、年間指導計
画の内容の検討
を行う。 

・講師を招聘し、
人権感覚を高める
ための全体研修を
１１月に、「ふり
かえりチェックリ
スト」は年３回実
施する。実施後は
アンケート結果に
ついて職員間で共
有し、相互に人権
意識を高めるきっ
かけをつくる。 
・８月の全体研修
で、年間計画の内
容をもとに、人権
教育を通じて育て
たい資質・能力を
育成するための授
業作りについて各
学年で協議・検討
し実践する。 

Ａ ・全体研修を年４回実施
した。校長講話やビデオ
視聴、２回の講師招聘を
行うことで、関係法令や
第三次とりまとめ、多文
化共生、同和問題等につ
いての理解を深めること
ができた。「振り返りチ
ェックリスト」は、年３
回定期的に実施し、チェ
ック項目の読み合わせを
したり、リストを手元に
置き見返したりすること
ができるようにしたこと
で、人権意識の向上につ
ながった。 
・人権同和教育課の指導
主事の講話を受け、授業
作りについて各学部や学
年で協議を行い、実践報
告を共有することができ
た。 

命を大切
にする心
を育む指

自己肯定感
を高め、自
他を大切に

・人権週間の取
組や「命を大切
にする心」を育

・教務部と生徒指
導部が連携し６月
と12月の授業や生

Ａ 
 

全校集会の中で、「いじ
め防止月間」や「人権週
間」について児童生徒に
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導 する心や実
践力を育む
指導の充実 

む授業実践につ
いて、学部や学
級で事前に検討
や共有する場を
設け、指導力の
向上を図る。 

活の中で、友達と
仲良くしたり、命
を大切にする心を
育んだりする指導
に取り組み、実践
を全校集会等で共
有する。 

呼びかけ、各学部や学年
の授業の中で、友達と仲
良くしたり、命を大切に
したりする学習に取り組
むことができた。 
 

いじめ
の防止
等 

いじめの
早期発見
・未然防
止に向け
た取組 

児童生徒の
心身の状態
を把握し、
児童生徒へ
の一貫した
早期対応 

・児童生徒の心
身の状態を把握
するために、児
童生徒向けのア
ンケートを小学
部は学期に１
回、中学部・高
等部は月に１回
実施する。 
・本校の児童生
徒の実態に応じ
たアンケート等
をとおして、家
庭での気づきや
様子の変化を把
握し、気付きを
職員間で共有
し、迅速に対応
する。 

・「心のチェック
シート」、「心の
アンケート」、個
別面談を実施し、
必要に応じた支援
や教育相談を行っ
ていく。 
・熊本支援学校版
子どものサイン発
見チェックリスト
を７月に実施す
る。アンケート結
果や週１回の学部
での情報共有で児
童生徒の状況把握
を行う。 

Ａ ・中学部・高等部の生徒
を対象に「心のチェック
シート」を定期的に実施
したことで、生徒が自ら
自分の心の様子について
見つめる機会となった。
また、６月に抜粋版の
「心のアンケート」、１
１月に「心のアンケー
ト」を実施し、いじめ事
案を確認でき、その後の
継続的な指導につながっ
ている。 
・熊本支援学校版子ども
のサイン発見チェックリ
ストを各家庭に配付する
ことで、保護者が子ども
の様子を見直す機会とな
っている。 

地域 
支援 

地域のニ

ーズに応

じた支援

の充実 

 
 

地域の学校
の実情やニ
ーズに応じ
た支援及び
関係機関と
のネットワ
ークを生か
した支援 

・巡回相談員の
専門性を生か
し、各学校のニ
ーズに応じた支
援、また各学校
の支援力の向上
を目指す。ま
た、県立高等学
校エリア会議や
熊本市小中学校
ブロック会に参
加して会議の助
言等を行う。 

・各学校からの依
頼に対して、専任
コーディネーター
が相談に対応する
とともに、必要に
応じて特別支援に
ついての理解や支
援のあり方等の研
修等を行う。ま
た、関係機関と連
携しながら対応す
る。 

Ａ 熊本市教育委員会の指導
主事やこども発達支援セ
ンターの専門家と連携し
ながら巡回相談を行うこ
とができた。高等学校職
員に対して特別支援教
育、障がい等の基本的理
解に関する研修を行い、
指導力の向上につなげる
ことができた。今後継続
的な支援につなげていく
ことが必要。 

校内支援
体制を機
能させた
支援の充
実 

個々のケー
スに応じた
チームによ
る支援の流
れづくり及
び校内支援
委員会、関
係機関と協
働した実践
の蓄積 

・各学部に個別
支援の相談担当
者を設ける。担
任からのニーズ
に応じて、ケー
ス会議や校内支
援委員会等を実
施し、支援の目
標や方法につい
て具体的に検討
し、さらに計画
的・発展的な支
援を継続してい
くシステムを構
築する。 

・校内支援体制の
流れについて学部
会等で説明し、ケ
ース会議や校内支
援委員会について
周知する。また支
援を継続できるよ
う、どのような支
援をいつ、誰がす
るのか等を明確に
し、随時教育支援
部の介入の必要性
について学部主事
や管理職に確認す
る。 

Ｂ 
 

・年度当初、学部会等で
校内支援体制の流れにつ
いて周知した。また、各
学部主事や管理職と相談
しながらケース会議や校
内支援委員会を行った。
２件はＳＳＷへもつな
ぎ、連携を図りながら面
談等を実施することがで
きた。 

地域連
携(ｺﾐｭ

コミュニ
ティスク

地域との連
携を深める

・湧心館高校と
の合同CS会議に

・近隣校4校の防災
主任を中心とした

Ｂ ・合同CS会議では昨年度
検討した車両通行ルート
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ﾆﾃｨ･ｽｸ
ｰﾙな
ど) 

ール（Ｃ
Ｓ）の開
催等によ
る地域と
の連携の
強化 

ためにコミ
ュニティス
クール（Ｃ
Ｓ）の３回
の開催 

て、近隣校の防
災体制について
情報共有する。 
・単独CS会議
で、本校の活動
について理解を
得る。 

情報共有の場を設
ける。 
・ＣＳをとおし
て、直接話した
り、きめ細やかに
情報を発信したり
する。 

について確認を行った。
隣校４校でしっかり保護
者へ周知していくことと
なった。 
・昨年度策定した本校の
洪水時避難計画について
各関係機関から有効であ
るとの承認を得た。 

保護者と協
働した福祉
子ども避難
所運営の準
備 

・福祉子ども避
難所開設訓練の
規模を拡大し、
実施する。 

・PTA組織と協働
し、感染症対策の
視点での避難所運
営の実践、マニュ
アルの改善等につ
いて熊本市も交え
協議する。 

Ａ ・PTA執行部や熊本市と
連携し、福祉子ども避難
所の運営訓練が実施でき
た。 
・防災倉庫の整備ができ
た。 

 

４ 学校関係者評価 

◆学校学校運営協議会委員からは以下のような意見をいただいた。 

・年々先生方のスキルアップがなされているように感じる。 

・個人情報の取扱いが難しくなるなか、新聞等でも情報発信に努めていてすばらしい。支援学校から

情報発信をして、共生社会の実現につなげていって欲しい。 

・保護者と教職員の情報共有がしっかりできている。ＰＴＡ活動も活発で、保護者の意識も高いと感

じる。 

・この地域に住んでいて、自分の子育てにも熊本支援学校との関わりが役に立った。この地域に住ん

で良かったと思っている。今もゆうし祭（文化祭）など楽しみにしている。 

・更に生徒、保護者個々に応じた進路の情報提供がなされると良い。 

・多忙ななかで、先生方も保護者に対して、できないことはできないと断っていいと思う。 

 

５ 総合評価 

◆学校評価アンケート及び学校学校運営協議会委員による評価 

 今年度の学校評価アンケート（保護者）では、過去２年と比較して、全１５項目の評価平均は、最

も高くなっている。また全１５項目のうち、過去２年と比較して下がった項目は一つもなかった。具

体的には、「入学させて良かった」という質問では「そう思わない」「あまりそう思わない」に○を

つけた人は一人も無く、高評価を得た。本校の課題であった「個々のニーズに応じた進路情報が提供

されている」という項目においても、３年間上昇を続けており、学校の進路指導部とＰＴＡの進路研

修部がそれぞれに取り組んだ成果があらわれている。 

学校運営協議会では、児童生徒を中心に据え、保護者と細かい情報共有を大切にしながら様々な教

育活動に取り組んだことが信頼関係につながり高評価となっている、というお褒めの言葉をいただ

いた。 

◆教職員のアンケート結果 

１８項目の評価平均は、過去２年と比較して今年度が最も高くなっている。昨年度大きな課題とな

った働き方改革の項目のうち、学校全体で取り組んでいるかについて平均値は今年度２．８（昨年度

は２．４、一昨年度は２．２）、自分自身で取り組んでいるかについて平均値は今年度３．１（昨年

度は２．８、一昨年度は２．８）、となり、大きな改善が見られている。超過勤務時間平均でみると、

これまでのところ約２６時間で、昨年度の同時期約３０時間と比べると、約１５％の削減となってい

る。平均で見た場合は、向上しているが、否定的な意見も見逃さないようにしたい。 

◆本年度の研究  

「めざす児童生徒像を実現する効果的指導の在り方について～自立活動における指導力向上をめ

ざした校内研修の充実を通して～」を主題に、本校全ての教員が自立活動の実践に必要な基礎的な知

識・理解を深め、実践力を高めるために、特別支援教育実践スキルアップ研修に基づき、研修等を行

った。指導主事による自立活動についての講話やスーパーティーチャーの実践等の動画視聴、夏季休

業中にはルーテル学院大の教授による「子どもを伸ばす自立活動の指導」について講話をいただき、
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自立活動の基礎基本を全職員で確認することができた。１２月には、スーパーティーチャーと指導主

事を迎え、代表者による研究授業及び授業研究会を行い、代表事例をもとに生徒の実態把握や自立活

動の指導、教材や手立ての工夫などを全職員で共有し、それぞれの実践に活かす機会とした。研修を

通してアンケートを実施すると、「基礎的知識・理解を深めることができたか」は１００％の回答で

あった。今後さらに実践力を高めたいというニーズが多く、次年度は自立活動の視点を活かした各教

科等の授業づくりを進め、授業の更なる充実を図っていく。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 

【児童生徒の将来の自立や豊かな生活の実現のために】 

次年度も児童生徒一人一人を大切にした学校づくりに真摯に取り組んでいく。そのために、現状に

満足せず、様々な取組をブラッシュアップしていきたい。コロナ等の感染症については、今後も感染

対策を継続しながら、児童生徒の主体的・対話的・深い学びや保護者や地域との連携を更に進めなが

ら、本物に触れる機会の提供を続けていく。 

【専門性を高め質の高い授業実践】 

特別支援教育に係る基本的指導力の向上、更には授業の質の向上に向け、学校組織として計画的に

取り組んでいく。職員研修においては、負担感軽減も視野に入れ、基礎研修、選択研修等、現状とニ

ーズに応じた研修計画を全職員の意向を反映させて実践する。特に授業づくりにおいては、外部講師

招聘による授業研修、グループタイムを活用したアセスメント及び学習評価を授業改善に生かし、本

校のカリキュラム・マネジメントを職員相互の学び合いのなかで深化させていく。 

【働き方を改革する職員の風土づくり】 

教職員の意識も高まり、超過勤務時間の学校全体の平均は、本年度は２６時間１１分と昨年と比べ

て、１５％削減を達成することができている（Ｒ４年度は３０時間３４分、Ｒ３年度は３２時間４３

分）。しかし一方で、一部職員に超過勤務が常態化している現状がある。引き続き校内の業務の平準

化を図ったり、校内の組織を改編したりして負担感の軽減を図りたい。また超過勤務時間を削減する

ことを目的化せずに、教職員のワークライフバランスの充実を図りながら、校務改革の取組を更に進

めていく。 

 


